
障害児通所支援
（児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問・居宅訪問型児童発達支援）

令和６年度越谷市障害福祉サービス集団指導

福祉部福祉総務課

主な指摘事項について



内容

１.実地指導の主な指摘事項
昨年度の実地指導において検出された指摘事項の例
※居宅訪問型児童発達支援については指摘事項はございません。

2.報酬改定のポイント
指導監査の視点から特に注意していただきたい令和6年度報酬改定事項
※詳細は厚生労働省のHPを参照してください。また、本資料では、新設及び見
直しされた減算事項のみ紹介いたします。
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業務継続計画の策定等
【指導内容】

• 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するための、
及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定してください。

• 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施して
ください。

【補足説明】

令和６年４月１日から義務化(経過措置期間終了)

【参考：業務継続計画未策定減算 ※今年度より新設】

感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定及び当該業務継続計画に従い
必要な措置を講じていない場合、基本報酬を減算します。

※令和7年3月31日までの間は、「感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備」及び「非常災
害に関する具体的計画」の策定を行っている場合には、減算は適用されません。ただし、保育所等訪
問支援、居宅訪問型児童発達支援、障害児相談支援については、「非常災害に関する具体的計画」
の策定が求められていないこと等を踏まえ、令和7年3月31日までの間は、減算は適用されません。4



（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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安全対策等①
【安全計画についての指導内容】

• 施設における安全に関する事項についての計画(安全計画)を策定してください。

• 従業員に対し、安全計画について周知するとともに安全計画に定める研修及び訓練を定期的に実
施してください。

• 利用者の安全の確保に関して保護者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取
組の内容等について周知してください。

【補足説明】
令和６年４月１日から義務化(経過措置期間終了)

【参考：通所自立支援加算(放デイのみ)、入浴支援加算(児発・放デイのみ) ※今年度より新設】

通所自立支援加算、入浴支援加算を算定する場合は、それぞれ以下の内容を含めた安全計画を
作成等する必要があります。

通所自立支援加算・・・通所に係る支援の安全確保のための取組に関する事項を計画に位置付け、
職員に周知を図るとともに、研修等を行う

入浴支援加算・・・入浴支援の安全確保のための取組その他の必要な事項を計画に位置付け、従業
者への周知徹底と当該計画に基づく取組を行う 6



（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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安全対策等②
【送迎車の安全装置についての指導内容】

• 利用者の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する時は、当該自動車にブザーその他の車内
の利用者の見落としを防止する装置を備え、これを用いて降車時における利用者の所在確認を
行ってください。

【補足説明】
所在確認については、令和5年4月1日から義務化している。

安全装置の設置については、令和6年4月1日から義務化(経過措置期間終了)

【留意事項】

座席が3列以上ある自動車に原則としてブザー等の設置が必要です。

(参考)
越谷市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例
(自動車を運行する場合の所在の確認 第40条の3第2項)
指定児童発達支援事業者は、障害児の送迎を目的とした自動車(運転者席及びこれと並列の座席並びにこ

れらより1つ後方に備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同
程度に障害児の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。)を日常的に運行するときは、当該自動車
にブザーその他の車内の障害児の見落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認(障
害児の降車の際に限る。)を行わなければならない。 9



衛生管理等
【感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止についての指導内容】

• 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催
するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ってください。

• 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備してください。

• 従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予
防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施してください。

【補足説明】

令和６年４月１日から義務化(経過措置期間終了)
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勤務体制の確保等
【ハラスメント防止についての指導内容】

• ハラスメント防止について、方針等の明確化及びその周知・啓発、相談に適切に対応するために必要な体
制の整備などの措置を講じてください。

【留意事項】

事業者が講ずべき内容で特に留意していただきたいことは、
①職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化

し、従業者へ周知・啓発すること
②相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定

め、従業者に周知すること

事業者が講じることが望ましい取組の例とは、
①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制整備
②被害者への配慮のための取組(メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して1人で対応させない等)
③被害防止のための取組(マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組)
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定員の遵守①※保育所等訪問支援は除く

【指導内容】

• 利用定員について、定員を超えている日がありました。

つきましては、利用定員を超えてサービスの提供を行わないでください。

【補足説明】

原則として、事業所で定めている利用定員を超えた障害児の受入は禁止されていますが、利

用定員を超えた障害児の受入について、適正なサービスの提供が確保(※)されていることを前

提に、災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合に限り、受入を可能としています。ただし、

「1日当たりの障害児の数」及び「過去３月間の障害児の数」に上限(次ページ参照)があります。
※実際の利用人数に応じた人員基準や設備基準を満たしていること。ただし、災害の直後に必要な児童指導員等の確保が

できない場合等合理的な理由が認められる場合は、利用定員に応じた人員基準のまま定員超過することもやむを得ません。

例)利用定員10人の場合で12人利用するときの人員配置

・児童指導員又は保育士を3人配置が必須。ただし災害の直後等の合理的な理由がある場合は、２人配置も可。

・3人配置されていない場合は人員欠如減算に該当。ただし災害の直後等の合理的な理由がある場合は減算不要。

(出典：「障害福祉サービス等報酬(障害児支援)に関するQ&Aについて」(令和6年5月17日)) 12



定員の遵守②※保育所等訪問支援は除く

【1日当たりの障害児の数について】
①利用定員50人以下の場合
1日の障害児の数が、利用定員に100分の150を乗じて得た数以下となっていること。

例)利用定員１０人の場合
・１0人×1.5 ＝15人以下まで

②利用定員51人以上の場合
1日の障害児の数が、利用定員に当該入所定員から50を差し引いた数に、100分の25を乗じて得た数に、25を加

えた数を加えて得た数以下となっていること。
例)利用定員5４人の場合

・５４人-５０＝４人
・４人×0.25＝１人
・1人+25＝26人
・5４人+26人＝８０人以下まで

【過去3月間の障害児の数について】
直近の過去３月間の障害児の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に、100分の125を乗じて得た数以

下となっていること。
例)利用定員30人、1月間の開所日数が22日の場合

・30人×22日×3月間＝1980人
・1980人×1.25＝2475人以下まで
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契約支給量の報告等
【指導内容】

• サービスの利用に係る契約内容の報告をしていませんでした。 つきましては、
保護者との契約を締結・変更・終了したときは、受給者証記載事項その他必要な
事項を支給決定市町村に遅滞なく報告してください。

【補足説明】

・越谷市においては、子ども福祉課へ報告をお願いします。
・報告書については、越谷市HPに掲載(以下参照)されていますのでご確認くださ
い。

トップページ⇒福祉・健康⇒障がい者支援⇒事業者等向けの情報⇒障害福祉
サービス事業所等の指定⇒報酬の請求⇒契約内容報告について
※ページ番号は「8520」です。

14



欠席時対応加算
【指導内容】

• 欠席時対応加算（Ⅰ）について、欠席した障がい児の状況、相談援助の内容等
の記録が不十分でしたので、具体的に記録してください。

【留意事項】

利用者の状況や相談援助の記録を具体的に残してください。欠席連絡を受け、
休んだ理由のみの記録では加算を算定できません。
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算
【指導内容】

• 福祉・介護職員等特定処遇改善加算について、賃金以外の処遇改善に関する
具体的な取組内容を障害福祉サービスの情報公表制度等を活用し、公表してく
ださい。

【補足説明】

令和６年６月より「福祉・介護職員等処遇改善加算」へ一本化されます。
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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内容

１.実地指導の主な指摘事項
昨年度の実地指導において検出された指摘事項の例
※居宅訪問型児童発達支援については指摘事項はございません。

2.報酬改定のポイント
指導監査の視点から特に注意していただきたい令和6年度報酬改定事項
※詳細は厚生労働省のHPを参照してください。また、本資料では、新設及び見
直しされた減算事項のみ紹介いたします。
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【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援

【ポイント】

心身の健康等に関する領域との関連性を明確にした支援の実施に関する計画(支援プログラ
ム)を作成し、インターネットの利用その他の方法により公表をしなければいけません。

【留意事項】

・1年の経過措置期間が設けられています。(令和7年3月31日までは努力義務)

・支援プログラムの参考様式については、「児童発達支援ガイドライン」及び「放課後等デイサー
ビスガイドライン」で示されていますのでご参照ください。

支援プログラム未公表減算
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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【対象】

保育所等訪問支援
※居宅訪問型児童発達支援については、対象外です。

【ポイント】

おおむね1年に1回以上、自己評価・保護者評価・訪問先評価を実施し、評価・改善内容を保護者及び訪問先に示すとともに、インターネッ
トの利用その他の方法により公表しなければいけません。なお、従業者の評価を行った上で自己評価を実施すること。

【留意事項】

・令和7年4月1日から適用になります。

・評価の参考様式や実施手順については、「保育所等訪問支援ガイドライン」で示されていますのでご参照ください。

【補足説明】

児童発達支援、放課後等デイサービスでは令和6年度以前から減算項目がありました。ただし、令和6年度からは以下の①と②の拡充が
ありますのでご留意ください。
①自己評価は従業者による評価を受けた上で実施する
②評価及び改善内容を公表することに加え保護者にも示すこと
※評価の参考様式や実施手順については、 「児童発達支援ガイドライン」、「放課後等デイサービスガイドライン」で示されていますのでご

参照ください。

自己評価等未公表減算
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援

【ポイント】

以下に該当する場合に基本報酬を減算する。

①虐待防止委員会を定期的に(1年に1回以上)実施していない場合

※法人単位での開催可。身体拘束適正化検討委員会と一体的に設置・運営すること可。テレビ

電話装置等を活用しての実施可。

②虐待の防止のための研修を定期的に(1年に1回以上)実施していない場合

③虐待防止(上記①②)を適切に実施するための担当者を配置していない場合

虐待防止措置未実施減算
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援

【補足説明】

令和6年度以前から減算項目としてありましたが、減算の割合が変更しました。

【変更内容】

変更前：1日につき5単位を所定単位数から減算する。

変更後：所定単位数の1％を減算する。

身体拘束廃止未実施減算
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援

【ポイント】

感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定及び当該業務継続計画に
従い必要な措置を講じていない場合、基本報酬を減算します。

【留意事項】

令和7年3月31日までの間は、「感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備」及び「非常
災害に関する具体的計画」の策定を行っている場合には、減算は適用されません。ただし、保育
所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援、障害児相談支援については、「非常災害に関する具
体的計画」の策定が求められていないこと等を踏まえ、令和7年3月31日までの間は、減算は適
用されません。

業務継続計画未策定減算(再掲)
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」 (再掲)
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【対象】

児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援

【ポイント】

利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化の推進を図る観点

から、支援の提供を開始しようとするとき、支援の内容及び事業者・施設の運営状況に関する情

報を、WAMNETの「障害福祉サービス等事業所情報検索システム」を通じて公表をすること。

情報公表未報告減算
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（参考：R6報酬改定）※こども家庭庁支援局障害児支援課
「令和６年度障害福祉サービス等酬改定(障害児支援関係)改定事項の概要」
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